
議案第７２号

平成３０年度渋川市下水道事業特別会計補正予算（第３号）

平成３０年度渋川市の下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定

めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１３５，５８７千円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，４３８，９０２千円と

する。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定に

より、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越

明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。

平成３１年２月２７日提出

渋川市長 髙 木 勉



第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

140,520△35,842176,3623 国 庫 支 出 金

140,520△35,842176,3621 国 庫 補 助 金

25,000△1,90026,9004 県 支 出 金

25,000△1,90026,9001 県 補 助 金

744,622△36,945781,5675 繰 入 金

744,622△36,945781,5671 他 会 計 繰 入 金

944,800△60,9001,005,7008 市 　 債

944,800△60,9001,005,7001 市 　 債

2,438,902△135,5872,574,489歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

115,2970115,2971 総 務 費

115,2970115,297 1 総 務 管 理 費

1,346,439△129,3351,475,7742 事 業 費

951,533△96,5981,048,131 1 公 共 下 水 道 建 設 事 業 費

142,508△32,737175,245 3 流 域 下 水 道 事 業 費

969,166△6,252975,4183 公 債 費

969,166△6,252975,418 1 公 債 費

2,438,902△135,5872,574,489歳 出 合 計



（単位：千円）

款 項 金　額

 2　事務費
1 公共下水道
  建設事業費

34,000

第　　２　　表　　　　　繰　　越　　明　　許　　費　　

事　業　名

 建設事業（公共下水道）



（追加） （単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

マンホール蓋デザイン作成業務委託
平成30年度

～
平成31年度

３，４９９

第　　３　　表　　　　　債　　務　　負　　担　　行　　為　　補　　正



　　　　　第　　４　　表　　　　　地　　　方　　　債　　　補　　　正

（変更） （単位：千円）

限度額
起債の
方法

利  率
償還の
方法

限度額
起債の
方法

利  率
償還の
方法

公共下水道事
業

593,200 545,400

特定環境保全
公共下水道事
業

376,000 365,300

流域下水道事
業

36,500 34,100

合　　　　計 1,005,700 944,800

政府資
金につ
いて
は、そ
の融資
条件に
より、
銀行そ
の他の
場合に
はその
債権者
と協定
するも
のによ
る。た
だし、
市財政
の都合
により
据置期
間及び
償還期
限を短
縮し、
又は繰
上償還
もしく
は低利
に借換
えする
ことが
でき
る。

証書借
入又は
証券発
行

年5.0％
以内
（ただ
し、利
率見直
し方式
で借り
入れる
政府資
金及び
地方公
共団体
金融機
構資金
につい
て、利
率の見
直しを
行った
後にお
いて
は、当
該見直
し後の
利率）

政府資
金につ
いて
は、そ
の融資
条件に
より、
銀行そ
の他の
場合に
はその
債権者
と協定
するも
のによ
る。た
だし、
市財政
の都合
により
据置期
間及び
償還期
限を短
縮し、
又は繰
上償還
もしく
は低利
に借換
えする
ことが
でき
る。

起債の目的

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

証書借
入又は
証券発
行

年5.0％
以内
（ただ
し、利
率見直
し方式
で借り
入れる
政府資
金及び
地方公
共団体
金融機
構資金
につい
て、利
率の見
直しを
行った
後にお
いて
は、当
該見直
し後の
利率）



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

3 国 庫 支 出 金 176,362 △35,842 140,520

4 県 支 出 金 26,900 △1,900 25,000

5 繰 入 金 781,567 △36,945 744,622

8 市 　 債 1,005,700 △60,900 944,800

△135,587 2,438,902歳     入     合     計 2,574,489



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

総 務 費 115,2971 115,2970 △7,595 7,595

事 業 費 1,475,7742 1,346,439△129,335 △37,742 △60,900 △39,257 8,564

公 債 費 975,4183 969,166△6,252 46,852 △53,104

歳     出     合     計 2,574,489 △135,587 2,438,902 △37,742 △36,945△60,900



補正前の額

２　歳　入
3 国庫支出金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

3 国庫支出金 176,362 140,520△35,842

1 国庫補助金 176,362 140,520△35,842

社会資本整備総合交付金  …………………………………… △35,842下水道事業費補助1 下水道事業費国庫補助金 176,362 140,520 1 △35,842△35,842

金

4 県支出金 26,900 25,000△1,900

1 県補助金 26,900 25,000△1,900

公共下水道事業費補助金  …………………………………… △1,900下水道事業費補助1 下水道事業費県補助金 26,900 25,000 1 △1,900△1,900

金

5 繰入金 781,567 744,622△36,945

1 他会計繰入金 781,567 744,622△36,945

一般会計繰入金  ……………………………………………… △36,945一般会計繰入金1 一般会計繰入金 781,567 744,622 1 △36,945△36,945

8 市　債 1,005,700 944,800△60,900

1 市　債 1,005,700 944,800△60,900

公共下水道事業債  …………………………………………… △47,800下水道事業債1 下水道事業債 1,005,700 944,800 1 △60,900△60,900

特定環境保全公共下水道事業債  …………………………… △10,700

流域下水道事業債  …………………………………………… △2,400



３　歳　出
1 総務費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 総務費 115,297 0 115,297 △7,595 7,595

1 総務管理費 115,297 0 115,297 △7,595 7,595

1 一般管理費 115,297 0 115,297 △7,595 7,595

2 事業費 1,475,774 △129,335 1,346,439 △37,742 △60,900 △39,257 8,564

1 公共下水道 1,048,131 △96,598 951,533 △37,742 △58,500 △8,862 8,506

建設事業費

◎建設事業1 公共下水道 625,399 △64,724 560,675 △23,862 △47,800 △1,568 8,506 13委 託 料 △17,000 △64,724

  1303 測量設計委託料 ……………………………………… △17,000事業費

  1501 工事請負費 ……………………………………………15工 事 請 負 費 △19,724 △19,724

  2205 移設補償費 …………………………………………… △28,000

22補 償 、 補 填 △28,000

及 び 賠 償 金

◎建設事業2 特定環境保 422,732 △31,874 390,858 △13,880 △10,700 △7,294 13委 託 料 △6,000 △31,874

  1303 測量設計委託料 ……………………………………… △6,000全公共下水

  1501 工事請負費 ……………………………………………道事業費 15工 事 請 負 費 △25,874 △25,874

3 流域下水道 175,245 △32,737 142,508 △2,400 △30,395 58

事業費

◎利根川上流流域下水道建設事業1 建設負担金 16,575 △2,342 14,233 △2,400 58 19負担金､補助 △2,342 △2,342

  1901 負担金 …………………………………………………及 び 交 付 金 △2,342

◎利根川上流流域下水道維持管理事業2 維持管理負 158,670 △30,395 128,275 △30,395 19負担金､補助 △30,395 △30,395

  1901 負担金 …………………………………………………担金 及 び 交 付 金 △30,395

3 公債費 975,418 △6,252 969,166 46,852 △53,104

1 公債費 975,418 △6,252 969,166 46,852 △53,104

1 元　金 757,698 0 757,698 8,862 △8,862

◎利子償還金2 利　子 217,720 △6,252 211,468 37,990 △44,242 23償還金､利子 △6,252 △6,252

  2315 前年度債借入金 ………………………………………及 び 割 引 料 △6,252



（平成３０年度提出分）

期 間 金 額 期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

マンホール蓋デザイ
ン作成業務委託

３，４９９
平成30年度

～
平成31年度

3,499 3,499

特 定 財 源
一般財源

                          債務負担行為で平成３１年度以降にわたるものに ついての平成２９年度末までの

               　　　　　　支出額及び平成３０年度以降の支出予定額等に関 する調書

（単位:千円）

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 額

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳



（単位：千円）

平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

平成３０年度中 平成３０年度中

現 在 高 現 在 高 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

補正前の額 11,921,752 12,178,860 1,018,400 757,698 12,439,562

下水道事業 補 正 額 -60,900 -60,900

補正後の額 11,921,752 12,178,860 957,500 757,698 12,378,662

地方債の平成２８年度末及び平成２９年度末における現在高並びに

平成３０年度末における現在高の見込みに関する調書

平成３０年度中増減見込み

区　　　　分



議案第７２号　参考資料

款 項 繰越明許費額 概　　要 開札日等 当初工期等 変更後工期等 請負業者 繰越しとなる理由 完了予定

千円

２ １ 34,000

公共渋川汚
水管布設工
第13工区関
連水道移設
補償

平成30年
6月25日

平成30年
6月28日

～
平成31年
3月15日

平成30年
6月28日

～
平成31年
5月31日

渋川市水道
事業

・施工箇所の幅
員が狭小であ
り、既設の排水
路や巨石などの
施工に支障とな
る埋設物によ
り、下水道工事
の施工に日数を
要し、水道工事
期間が不足と
なったため。

平成31年
5月31日

平成３０年度３月補正予算　一般会計　繰越明許費事業一覧

事  業  名　等

建設事業（公共
下水道）


